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自然環境保全基本方針（変更案） 1 

 2 

第 1部 自然環境の保全に関する基本構想 3 

 4 

 自然は、人間生活にとって、広い意味での自然環境を形成し、人間も含めたすべての5 

生命が存立する基盤であるとともに、地域における固有の財産であり、限りない恩恵を6 

与えるものである。すなわち、自然は、経済社会活動のための資源としての役割を果た7 

すだけでなく、私たちの健康で心豊かな暮らしの実現のためになくてはならない構成要8 

素を成すものである。 9 

 特に、私たち日本人は、時として荒々しい脅威となる自然と対立するのではなく、自10 

然に対する畏敬の念を持ち、自然に順応し、自然と共生する知恵や自然観を培ってきた。 11 

 このように、人間も、日光、大気、水、土、生物などによって構成される生態系の一12 

部であることを理解し、自然の理（ことわり）に沿った自然と人間とのバランスの取れ13 

た健全な関わりを社会の隅々に広げ、将来にわたり自然の恵みを得られるよう、自然の14 

仕組みを基礎とする真に豊かな社会をつくることが必要である。 15 

 本法自然環境保全法（昭和 47年法律第 85号。以下「本法」という。）制定時は、経16 

済成長に伴う開発等による自然環境の破壊に対処することが最も大きな課題であった17 

ため、資源のもつ持つ有限性に留意し、大量生産、大量消費、大量廃棄という型の経済18 

活動に厳しい反省を加え、公害の未然防止に努めるとともに、経済的効率優先の陰で見19 

落とされがちであった自然の非貨幣的価値を適正に評価し、尊重していかなければなら20 

ないこととしてきた。更にさらに、自然環境の適正な保全に留意した土地利用計画の下21 

に適切な規制と誘導を図り、豊かな環境の創造に努めることとされた。これらについて22 

は依然として重要な方針であり、引き続き推進していかなければならない。 23 

 加えて、近年では、本格的な少子高齢化・人口減少社会を迎えるとともに、地方から24 

東京圏への若年層を中心とする流入超過の継続により、人口の地域的な偏在が加速化し、25 

地方の若年人口、生産年齢人口の減少が進んでいる。これはこれまで長い歴史を経て形26 

成されてきた日本の自然環境にも深刻な影響を与えており、たとえば例えば、農林業農27 

林漁業の担い手や狩猟者の減少などにより、耕作放棄地や手入れ管理の行き届かない森28 

林、沿岸域が増加し、野生鳥獣被害等が深刻化している。そうした地域では、自然災害29 

に対する脆ぜい弱性が高まるとともに、里地里山や里海など豊かな自然が失われ、多様30 

な生物相とそれに基づく豊かな文化が危機に瀕（ひん）している。 31 

 また、人間活動の発展に伴い、人及び物資の移動が活発化し、国外又は国内の他地域32 

から、意図的・非意図的に導入される生物が増加している。このような生物の中には、33 

産業利用等、私たちの生活の向上に積極的な役割を果たしてきたものもある一方、それ34 

までその地域に存在しなかった生物が導入されることにより、その生物に対する防御機35 

能を有していない在来生物が捕食、駆逐され、地域の生物多様性を大きく変質させるな36 

※前回部会における審議結果及びパブリックコメントを踏まえ、前回部会からの修正を見え消しにしたもの。 
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どの問題が起きている。さらに、化学物質も生物多様性に大きな影響を与えてきた要因37 

の一つと考えられており、その生態系への影響についてのリスク評価・リスク管理が行38 

われている。 39 

 その上、地球温暖化等の気候変動、海洋の一次生産の減少及び酸性化などの地球環境40 

の変化は、生物多様性に深刻な影響を与える可能性がある。 41 

 このように、我が国の生物多様性の損失は現在も続いており、私たち一人一人が原因42 

者となっている課題でもある。このまま損失が継続し、生態系がある臨界点を超えた場43 

合、生物多様性の劇的な損失とそれに伴う広範な生態系サービスの低下が生じる危険性44 

が高い。高く、それらを再生することは困難である。そして、これら自然環境に関する45 

問題は経済・社会の課題とも連関して複雑化してきていることから、複数の課題を統合46 

的に解決していくことが重要である。 47 

 もとより、自然環境保全政策は、以上のような基本的な考え方の下で展開すべき総合48 

的な政策の重要部分を占めるものであり、それは自然環境保全の見地から地域の特性に49 

応じて人間活動を規制するだけでなく、自然環境が有する多様な機能を積極的に増進し50 

て地域の課題を解決するという面を担うものであるとい言ってよい。したがって、その51 

施策は国土や各地域において確保すべき自然の適正な質と量とを科学的に検討し、それ52 

を明確にしたものでなければならない。しかし、この施策の確立には人間活動や気候変53 

動による影響の評価・予測や、限られた資源の配分等の極めて困難な課題を伴うことと54 

なり、更にさらに、自然の全貌は、現代の科学的知見によっても、完全には解明できな55 

い多くの部分を持つものであることを認識せざるを得ない。 56 

 このような状況の下では、自然環境の保全については、将来に禍根を残すことのない57 

よう将来予測に基づくより積極的な姿勢が求められる。言い換えれば、現在破壊から免58 

れている自然を保護するだけでなく、予防的な態度に基づく取組や自然資源の順応的な59 

管理・利用、関係者全てが広く自然的、社会的情報を共有した上での社会的な選択とし60 

ての方向性の決定を重視しつつ、開発圧力が低減する機会をとら捉えた自然環境の再61 

生・活用や安全な土地利用の推進、人手が入ることで維持されてきた二次的自然環境の62 

保全・管理を図る方策等が必要である。 63 

そのため、当面の政策は、環境基本法（平成５年法律第 91 号）に基づく環境基本計64 

画及び生物多様性基本法（平成 20 年法律第 58 号）に基づく生物多様性国家戦略の下65 

で、自然環境保全上の効果を最大限に発揮できるようにすることに加え、諸課題の関係66 

性を踏まえて、地域毎ごとに自立・分散型の社会を形成しつつ地域資源を補完し支え合67 

いながら農山漁村も都市も活かす「地域循環共生圏」の創造のように、環境・経済・社68 

会的課題の解決（同時解決）に資する効果をもたらすようにデザインするとともに、他69 

の施策との密接な連携の下に行われなければならない。また、国土に存在する貴重な植70 

生、野生動物、地形地質等のかけがえのない自然やすぐ優れた自然は、十分な面積にわ71 

たっての保全が図られるとともに、森・里・川・海が生み出す自然的なつながりを意識72 
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して連結性が確保されなければならない。更にさらに、太陽エネルギーの合理的な利用73 

が可能である農林水産業に関しては、それが有する環境保全の役割を高く評価し、健全74 

な育成を図る必要がある。都市地域においては、健康な人間生活を保障するに足る自然75 

環境が巧妙に確保されなければならない。また、それぞれの地域の風土、文化は自然と76 

一体不可分であり、その継承・活用を図りながら自然環境を保全していく必要がある。77 

加えて、前述した地球環境の変化に起因する近い将来に起こり得べき事態を考慮に入れ、78 

災害リスクの低減や気候変動への適応等に資する生態系の多様な機能が十分に発揮さ79 

れるよう、健全な自然環境を維持・再生する必要がある。また、経済・社会のグローバ80 

ル化により、私たち日本人が世界の生物多様性の恵みを利用して暮らしており、同時に81 

日本の生物多様性の恵みが世界で利用されていることも踏まえ、自然環境保全政策は、82 

国内政策にとどまることなく、生物多様性の保全や気候変動への対応、SDGs等の国際83 

的な枠組みや多国間・二国間協力等を通じて、国際的な視野に立って、積極的な協力活84 

動を展開する必要がある。 85 

また、経済・社会のグローバル化等により、私たちは世界の生物多様性の恵みを利用86 

して暮らしている。一方で、日本の生物多様性の恵みも様々な形により世界各地で利用87 

されている。これを踏まえ、自然環境保全政策は、国内政策にとどまることなく、国際88 

的な視野に立って、積極的な協力・連携を図りながら、展開していかなければならない。89 

例えば、保護地域等に関する二国間協力などの生物多様性保全に直接関係する事業だけ90 

でなく、企業活動に必要な国際的なサプライチェーンを始め、経済・社会活動に生物多91 

様性への配慮を組み込んでいくことが重要である。また、愛知目標及びそれに続く生物92 

多様性の世界目標のほか、気候変動、化学物質等に関する多国間の国際約束の実施や、93 

持続可能な開発目標（SDGs）等の国際目標の達成に向けた取組における連携も強化し94 

なければならない。さらに、生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）や、二次的自然95 

環境における生物多様性保全とその持続可能な利用を目指す「SATOYAMAイニシアテ96 

ィブ」など、東日本大震災の教訓や里地里山における生物多様性の持続可能な利用に関97 

する知見を含む我が国の経験を活かした国際協力を図ることも重要である。 98 

 以上の前提に立ち、本法が求める自然環境を保全することが特に必要な区域等の生物99 

多様性の確保その他の自然環境の適正な保全を総合的に推進するための基本的な方向100 

を展望すれば次のとおりである。 101 

 102 

1 国土に存在する多様な自然を体系的に保全するため、自然環境保全法本法をはじめ103 

始めとする各種の関係制度を総合的に運用する。 104 

(1) 人為のほとんど加わっていない原生の自然地域、国を代表する傑出した自然景105 

観、更にさらに学術上、文化上特に価値の高い自然物等は、多様な生物種を保存し、106 

あるいは自然の精妙なメカニズムを人類に教えるなど、国の遺産として後代に伝え107 

なければならないものである。いずれもかけがえのないものであり、厳正に保全を108 
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図る。 109 

(2) 国土の自然のバランスを維持する上で重要な役割を果たす自然地域、すぐ優れ110 

た自然風景、野生動物の生息地、防災・減災に資する自然地域、更に野外レクリエ111 

ーションさらに自然とのふれあいに適した自然地域等は、いずれも人間と自然との112 

関係において欠くことのできない良好で有用な自然であり、適正に保護を図るとと113 

もに必要に応じて復元、整備に努力する。 114 

(3) 自然の物質循環に生産力の基礎をおく農林水産業が営まれる地域は食料・林産115 

物をはじめ始めとする資源の供給面だけでなく、生物多様性の保全、国土の保全、116 

水源のかん養、大気の浄化等、自然のバランスの維持という面においても必要不可117 

欠なものであり、ある。その環境保全能力を評価し、そこで育まれてきた文化の保118 

全と一体となって、当該地域の健全な育成を図る。 119 

(4) 都市地域における樹林地、草地、水辺地などの自然地域は、大気浄化、気象緩和120 

及び気候変動への適応、無秩序な市街地化の防止、公害・災害の防止等に大きな役121 

割を果たし、また地域住民の人間形成にも大きな影響を与えるものであるところか122 

ら、健全な都市構成上、都市環境上不可欠なものについて積極的に保護し、育成し、123 

あるいは復元を図る。 124 

(5) 海洋は、水循環の維持、大気との相互作用等による気象緩和、二酸化炭素の吸収125 

等の機能を持つものであり、水産物の供給だけでなく、地球上の多様な生物の生息・126 

生育や私たちの豊かで潤いのある生活を支えるかけがえのないものであるが、一旦127 

一度海洋汚染等により海洋環境が損なわれるとその回復を図ることが非常に困難128 

であることから、沿岸域から沖合域にかけて適正に保全を図る。 129 

(6) 法令等による保護地域以外にも、民間等の取組により保全が図られている地域130 

や、保全を目的としない管理が結果として自然環境を守ることにも貢献している地131 

域（民間保護地域や「OECM；Other Effective area-based Conservation Measures」132 

と呼ばれる。）があり、これらについては、そうした民間等の取組を促進するとと133 

もに、保護地域を核として民間保護地域や OECM との連結性を強化することによ134 

り、広域的で強靱な生態系のネットワーク化を図り、生物多様性の保全を推進する。 135 

 136 

2 保全すべき自然地域は、その特性に応じて適切に管理されなければならない。必要137 

な規制に加え、絶滅危惧種や固有種の保全、外来生物の防除や、鳥獣による生態系影響138 

等についての対策等の事業の実施も検討する。併あわせて、必要な民有地の買上げを促139 

進する。 140 

 141 

3 自然環境を破壊するおそれのある大規模な各種の開発が行われる場合は、事業主体142 

により必要に応じ、環境影響評価法等に基づく手続やその他の自主的な取組として、当143 

該事業が自然環境に及ぼす影響の予測、代替案の比較等を含めた事前調査が行われ、そ144 
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れらが計画に反映され、住民の理解を得たうえ上で行われるよう努める。開発後におい145 

ても自然環境の保全のための措置が必要に応じ講ぜられるよう十分な注意を払うもの146 

とする。 147 

 148 

4 自然のメカニズムについては、解明されていない部分が極めて多い。人間活動と自149 

然との関係、自然が有する多様な機能、物質の循環、生態系の保全技術などについての150 

研究を積極的に進めるため、研究体制の確立、情報システムの整備、研究者及び研究の151 

成果を具体的施策に反映させる技術者の養成等に努める。 152 

 また、我が国の自然環境の現状を適確に把握するため、植生、野生動物、地形地質を153 

はじめ始め、しばしば軽視されがちな目に見えない自然のメカニズムの側面など等の各154 

分野にわたる科学的な調査を実施する。 155 

 あわせて、これらの調査研究によって明らかとなった情報を積極的に発信する。 156 

 157 

5 自然環境の保全を十分図るためには、国民一人一人が保護、保全の精神を身につけ158 

これを習性とすることがなに何よりも肝要である。このため学校や地域社会において環159 

境教育を積極的に推進し、自然のメカニズムや人間と自然との正しい関係について国民160 

の理解を深め、自然に対する愛情とモラルの育成に努める。 161 

 162 

6 国民の自然に対する渇望に応えることは、自然環境保全の主要な目的の一つである。163 

自然とのふれあいは、利用者に自然の価値を認識させ、その保全の意識を喚起し、また、164 

利用の受入れ側である地元住民や関連事業者には自然環境保全の動機を維持させるこ165 

とを通じ、自然環境保全に資するものである。したがって、自然とのふれあいに関する166 

施策並びに地域における観光の振興及び環境教育の推進において重要な意義を有する167 

エコツーリズムに関する施策を総合的かつ効果的に推進する。その際、海外から訪れる168 

利用者が我が国の自然環境の魅力を満喫できる施策を積極的に推進する。また、一定の169 

地域への過度な利用の集中等の不適正な利用により、かけがえのない自然を破壊するこ170 

とのないように配慮する調整を図る。 171 

 172 

 以上の自然環境保全施策は、国民の理解と協力の下に、国、地方公共団体、農林漁業173 

者、事業者、民間団体、専門家、地域住民など等の多様な主体が連携を図りつつ、強力174 

に展開しなければならない。そのためには開発行為に対する規制、土地のもつ持つ公共175 

的性格の重視等につき、勇断をもって臨まなければならないが、同時に、国土保全その176 

他の公益との調整に留意するとともに、保全のための負担の公平化、地域住民の生業の177 

安定及び福祉の向上、所有権等の財産権の尊重等のため必要な施策を総合的見地から講178 

じていく必要がある。自然の恵沢の享受と保全に関し、受益と負担の両面にわたって社179 

会的公正が確保されてこそ、自然環境の適正な保全が図られるのである。 180 
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 181 

 182 

第 2部 自然環境保全地域等に関する基本的事項 183 

 184 

 自然環境保全法本法に規定する 4種４種の保全地域、すなわち、原生自然環境保全地185 

域、自然環境保全地域、沖合海底自然環境保全地域及び都道府県自然環境保全地域は「自186 

然環境の保全に関する基本構想」に基づき国土全域を対象として体系的に選定され、適187 

切に保全され、必要に応じて点検されなければならないが、それらについての基本的事188 

項はおおむね次のとおりである。 189 

 190 

1 原生自然環境保全地域の指定方針 191 

 我が国においては、国土の開発が非常に進んでいるため、人の活動によって影響を受192 

けていない地域は、自然環境保全上極めて高い評価がなされるに至っており、そのもつ193 

持つ学術的意義は大きく、重要な科学的情報源である。 194 

 我が国の亜熱帯多雨林帯、暖帯照葉樹林帯、温帯落葉広葉樹林帯、及び亜寒帯針葉樹195 

林帯の各森林帯に残る原生の自然状態を維持している地域につき、次の要件に合致する196 

典型的なものを原生自然環境保全地域として指定するものとする。 197 

 (1) 極相あるいは、それに近い森林、湿原、草原等の植生及び野生動物等の生物共同198 

体が人の活動によって影響を受けることなく原生状態を維持していること。 199 

 (2) 生態系として動的な平衡状態を維持するため、一定の面積と形態が確保されて200 

いること。 201 

 (3) (2)に関連し、当該地域の周辺が自然性の高い地域であること。 202 

 203 

2 原生自然環境保全地域の保全施策 204 

 原生自然環境保全地域の指定方針にかんがみ鑑み、自然の推移にゆだ委ねることを保205 

全の基本方針とする。 206 

 (1) 極相の状態や原生の状態を維持するため、原則として地域内において人為によ207 

る改変を禁止するとともに、地域外からの各種の影響を極力排除するよう努める。 208 

 (2) 特定の植物若しくは動物で稀有なもの又は当該地域に固有な植物若しくは動物209 

で、人為の影響を著しく受け易い受けやすいもの等を保存する必要のある場合には、210 

立入制限地区を設け一層の保護を図るものとする。 211 

 (3) 自然災害により損傷が生じた場合には、原則として人為を加えず、可能な限り、212 

自然条件での遷移によって復元を図るものとする。 213 

 (4) 当該地域の自然を観察し、調査し、研究するとともに、必要最小限の保全事業を214 

執行し、厳正な管理を図るものとする。 215 

 216 
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3 自然環境保全地域の指定方針 217 

 すぐ優れた天然林が相当部分を占める森林、その区域内に生存する動植物を含む自然218 

環境がすぐ優れた状態を維持している海岸、湖沼、湿原又は河川、植物の自生地、野生219 

動物の生息地等でその自然環境がすぐ優れた状態を維持しているもの等で一定の広が220 

りをもった地域について、農林漁業等地域住民の生業の安定、福祉の向上、資源の長期221 

的確保等自然的社会的諸条件を考慮しながら、指定を図るものであるが、特に次に掲げ222 

るものについては、速やかに指定を図るものとする。 223 

 (1) 人の活動による影響を受けやすいぜい弱な自然で破壊されると復元困難な地域 224 

 (2) 自然環境の特徴が特異性、固有性又は希少性を有するもの 225 

 (3) 当該地域の周辺において開発が進んでおり、又は急激に進行するおそれがある226 

ために、その影響を受け、すぐ優れた自然状態が損なわれるおそれのあるもの 227 

 228 

4 自然環境保全地域の保全施策 229 

 自然環境保全地域の保全対象である特定の自然環境を維持するため、自然環境の状況230 

に対応した適正な保全を図るものとする。 231 

 (1) 当該地域の生態系構造上重要な地区及び生態系の育成を特に図ることを必要と232 

する地区、あるいは特定の自然環境を維持するため特に必要がある地区等で、保全233 

対象を保全するために必要不可欠な核となるものについては、その必要な限度にお234 

いて、特別地区又は海域特別地区に指定し、保護を図るものとする。 235 

 (2) 当該特別地区における特定の野生動植物で稀有なもの、又は固有なものを保存236 

する必要がある地区については、野生動植物保護地区を指定するものとする。 237 

 (3) 普通地区については、それが有する緩衝地帯としての役割が十分維持されるよ238 

う保全を図るものとする。 239 

 (4) 当該地域内において自然災害等により損傷が生じた場合は防災上の観点ととも240 

に生態学的調査結果を踏まえ復元等を図るものとする。 241 

 (5) 当該地域においては、適正な管理を図り、必要な保全事業及び生態系維持回復事242 

業を実施するものとする。 243 

 (6) 国土の保全その他公益との調整、住民の農林漁業等の生業の安定及び福祉の向244 

上に配慮するものとする。 245 

 246 

5  沖合海底自然環境保全地域の指定方針 247 

海洋では、海山、熱水噴出域、湧水域、海溝、深海平原及び大陸斜面といった海底地248 

形等の特徴に応じて、様々な生態系が形成されている。これらの生態系は、生物多様性249 

上の価値及び海洋資源としての価値を有することから、これらの生態系を含む自然環境250 

を保全する意義は大きい。また、重要な科学的情報源であり、その学術的意義も大きい。 251 

海洋の生態系は、陸域の生態系と比較して科学的に解明されていない事象が多く、特252 
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に沖合域においては、沿岸域ほど高い精度で科学的情報知見が蓄積されていない。他方、253 

海洋に関しては海洋産業の育成による持続可能な開発・利用も重要な政策として推進さ254 

れており、これに伴う沖合域の海底のかく乱等は、生態系に対して不可逆的な影響を与255 

えてしまうおそれがある。  256 

このため、現在ある知見を基に、我が国の海山、熱水噴出域、湧水域、海溝、深海平257 

原及び大陸斜面等の海底地形、地質又は自然の現象に依存する特異な生態系を含む自然258 

環境がすぐ優れた状態を維持していると認める海域について、漁業等の生業の安定、資259 

源の長期的確保、近隣国・地域との関係等自然的社会的諸条件を考慮しながら、一定の260 

広がりをもって指定を図るものである。具体的には、「生物多様性の観点から重要度の261 

高い海域」のうち沖合海底域に係るものを踏まえ、指定するものとする。なお、指定後262 

の自然環境の変化、海洋資源の経済的価値の変化及び科学的知見の充実（海洋資源に係263 

る知見の充実を含む。）等に伴う自然的社会的諸条件の変化が確認された場合には、海264 

洋資源の開発及び利用という面も考慮しつつ、各分野の有識者から意見を聴取した上で、265 

政府部内での十分な協議、社会的な合意形成等を経て、沖合海底自然環境保全地域の指266 

定の見直しをできるものとする。ただし、沖合海底自然環境保全地域の指定を解除する267 

際には、解除に伴う自然環境の保全への影響を考慮した適切な海域を新たに沖合海底自268 

然環境保全地域に指定することを前提とする。なお、沖合海底自然環境保全地域につい269 

ては、定期的に点検を行うこととする。 270 

 271 

6 沖合海底自然環境保全地域の保全施策 272 

沖合海底自然環境保全地域の保全対象である特定の自然環境を維持するため、自然環273 

境の状況に対応した適正な保全を図るものとする。 274 

 (1) 当該地域の生態系構造上重要な地区及び生態系の育成を特に図ることを必要と275 

する地区、あるいは特定の自然環境を維持するため特に必要がある地区等で、保全276 

対象を保全するために必要不可欠な核となるものについては、その必要な限度にお277 

いて、沖合海底特別地区に指定し、保護を図るものとする。 278 

 (2) 沖合海底自然環境保全地域のうち、沖合海底特別地区に含まれない区域につい279 

ては、それが有する緩衝地帯としての役割が十分維持されるよう保全を図るものと280 

する。 281 

 (3) 自然災害により損傷が生じた場合には、原則として人為を加えず、可能な限り、282 

自然条件での遷移にゆだ委ねるものとする。 283 

 (4) 当該地域の自然を観察し、調査し、研究を推進し、科学的知見の充実に努めるも284 

のとする。 285 

 (5) その他公益との調整、漁業等の生業の安定に配慮するものとする。  286 

 287 

7 都道府県自然環境保全地域の指定の基準 288 
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 都道府県自然環境保全地域は、自然環境が自然環境保全地域に準ずる土地の区域を対289 

象とするものであり、次により指定を行うものとする。 290 

 (1) 自然環境保全地域の指定方針に準ずるものとするが、区域の設定は保護対象を291 

保全するのに必要な限度において行うものとする。 292 

 (2) 都市地域において、すぐ優れた自然環境が残されている地域については、都市計293 

画との調整を図りつつ、指定するものとする。 294 

 (3) 地域の指定は、私権の制約等を伴うものであるから、当該地域に係る住民及び利295 

害関係人の意見を聴くなど、自然環境保全地域の指定手続に準じて行うものとする。 296 

 297 

8 都道府県自然環境保全地域の保全施策の基準 298 

 都道府県自然環境保全地域の保全対象である特定の自然環境を維持するため、自然の299 

状況に対応した適正な保全を図り、必要に応じて積極的な復元を図るものとする。 300 

 (1) 特別地区、野生動植物保護地区及び普通地区の指定等については、自然環境保全301 

地域に準じて行うものとする。 302 

 (2) 当該地域内において自然環境に損傷が生じた場合には、当該自然環境の特性と303 

損傷の状況に応じ、速やかに復元又は緑化を図るものとする。 304 

 (3) 当該地域が小面積である場合には、地域外と接する部分の取扱いに特に注意を305 

払い、必要に応じて樹林帯等を造成し、保護を図るものとする。 306 

 (4) 当該地域については、適正な管理を図り、必要な保全事業を実施する。 307 

 (5) 国土の保全その他の公益との調整、住民の農林漁業等の生業の安定及び福祉の308 

向上に配慮するものとする。 309 

 310 

9 自然環境保全地域等と自然公園法その他の自然環境保全を目的とする法律に基づく311 

地域との調整の方針 312 

 自然環境の適正な保全を総合的に推進するためには、自然環境保全法本法に基づく 4313 

種４種の地域のみならず、自然公園その他の自然環境保全を目的とする法律に基づく各314 

種の地域の指定が促進され、それらの保全が積極的に図られなければならないが、その315 

際の自然環境保全地域等と他の地域との調整は、おおむね次のとおり行うものとする。 316 

 (1) 原生自然環境保全地域は、それが保有する自然環境の重要性にかんがみ鑑み、現317 

に自然公園、その他自然環境保全を目的とする法律に基づく地域に含まれているも318 

のであっても、自然公園としての利用等からも十分検討し、厳正に保全を図るべき319 

ものにつき指定するものとする。 320 

 (2) 自然環境保全地域及び都道府県自然環境保全地域は、自然公園の区域外におい321 

て指定するものとする。ただし、現に都道府県立自然公園の区域に含まれているす322 

ぐ優れた自然の地域にあっては、当該地域の自然の特質、周辺の自然的社会的条件323 

を検討し、場合により、関係都道府県と十分協議のうえ上、自然環境保全地域へ移324 
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行させるものとする。 325 

 (3) 都市計画区域においては、自然環境保全地域と都道府県自然環境保全地域の指326 

定は、原則として市街化区域については行わないものとし、その他の区域について327 

は良好な都市環境の形成を目的とする緑地保全地区地域と重複しないようにする328 

等の調整を図りつつ行うものとする。 329 


